
 当センターにて、市民活動の相談業務を行っています。今回はその

相談内容の中から「よくある質問」について、簡単なＱ＆Ａ方式にま

とめてみました。   

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 平成１３年に当センターが設置されてから、多

くの市民活動をしている方々のご相談を受けてき

ました。そのご相談内容を分類し、相談件数の多

い順に並べると、以下のようになりました。 
  ①法人格の取得関連 
  ②運営やマネジメントの実務関連 
  ③活動内容・団体紹介関連 
  ④税務会計関連 
  ⑤助成金関連 
今回の特集は、この相談内容について「市民活動

の相談 よくある質問」と題して、取りまとめをし

てみましたので、ぜひ参考にして下さい。 

【質問１】ＮＰＯ法人格の取得方法を教えてください。 
【回答１】認証申請に必要な所定の申請書に、法

律に決められた必要書類を添付して、所轄庁に提

出します。申請書や必要書類は、北海道庁のＨＰ

（ホームページ）からダウンロードすることも可

能です。 
 所轄庁は、申請書の受理後４ヶ月以内に認証ま

たは不認証の手続きを行ないます。認証後、法務

局に登記することで、ＮＰＯ法人として成立しま

す。 
書類の作成については、当センターにて開催する

「ＮＰＯ実務講座 法人設立手続編」を受講して

いただくと、作成のポイントが分かります。また

当センターでは、実際にＮＰＯ法人を設立して活

動している相談員がおります。郵便やＦＡＸ、電

話やメールなどでも、書類作成の相談を受け付け

ておりますので、分からないことがありましたら、

お気軽にご相談ください。 

【質問２】ＮＰＯ法人のメリットとデメリットを    

教えてください。 
【回答２】ＮＰＯ法人と任意団体（ＮＰＯ）の大

きな違いは、 
 ①財産を所有できる。 
 ②法人名で契約ができる。 
 ③人が変わっても、法人は不変である。 
というものです。しかし、よく言われる「社会的

に信用がおける」「助成金や補助金を取りやすい」

「会員が増える」ということは、残念ながらＮＰ

Ｏ法人であるからというものではありません。法

人格を持っていなくても、信用がおけるしっかり

した団体はたくさんありますし、法人格を持って

いても疑問の残る運営状態の団体もあります。 
ＮＰＯは、やみくもに法人格を取れば良いとい

うものではありません。何をメリット・デメリッ

トと呼ぶのかは、団体がこれからどういう事業を

していきたいのか？活動をしていく過程で、法人

格が無いことで、どんなデメリットが発生したの

か？ということを、団体の中心メンバーがきちん

と捉えて、活動の通過点の一つとしてＮＰＯ法人

格の取得を検討することが大切です。 
メリット・デメリットは、その団体によって捉

え方が違いますので、よく話し合いましょう。 
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【質問３】団体の運営が、なかなかうまく行きません。 
【回答３】ＮＰＯやＮＰＯ法人の組織運営には、

４つの特徴があります。 
①ミッション（使命）を重視する。（ミッション

のために集まった仲間という意識が重要） 
②非官僚的な仕組みで行なう。（トップダウンで

はない体制で運営される、意思決定や円滑な

運営のために情報共有が大切である） 
③オープン組織なので、社会環境からの影響が

強い。（誰でも会員になれる、運営についての

改善を言える） 
④ボランティア、有給非専従スタッフ、有給専

従スタッフなどさまざまな役割の人が混在し

ている。（個々の責任範囲や役割分担を明確に

する必要がある） 
上記のような特徴を良く理解して、ＮＰＯらし

い運営をしていくことが重要となります。 
一般的に、ＮＰＯを設立しても運営がうまく

いかないというご相談をいただく場合は、営利

企業的にトップダウンの方式を取ろうとして反

発されたり、情報の共有ができていないために、

意見の集約や決定に至るまでの過程が不十分で

ある場合が多いようです。 

【質問４】こんな団体を教えてください。 
【回答４】道庁が所轄庁となっているＮＰＯ法人

であれば、道庁のＨＰから認証申請の概要を見る

ことができます。しかし大概の場合、法人格を持

っていない活動団体の紹介やお問い合わせが多く

あります。 
 任意団体（ＮＰＯ）は、基本的にどこかに登録

したり、届出を出して設立するものではありませ

ん。よって、行政の管理下にもありませんし、正

確な住所や活動概要が把握できる一覧表というも

のが存在しないと考えてください。しかし、行政

の町民活動担当課や社会福祉協議会などボランテ

ィア活動をサポートしている組織であれば、ある

程度のお問い合わせには対応できます。 
ＨＰを検索してみる、口コミで聞いてみるなど、 

 
 
 
情報収集の方法がいくつかありますが、いずれも

自分自身で確認することが重要となります。 

【質問５】税務や会計のことを相談したいのですが。 
【回答５】軽微な質問は相談員が対応しますが、

専門的なご相談は、当センターの会計相談会にて

対応しています。またセンターでは、会計資料の

貸し出しなども行なっています。会計ソフトを使

った講座は、ＮＰＯ法人北海道ＮＰＯサポートセ

ンターなどで実施していますので、相談内容に応

じて他の関係機関をご紹介しております。 

【質問６】助成金の情報はありませんか。 
【回答６】現在は、ＮＰＯ法人やＮＰＯに関わり

なく、法人格の有無を問わない助成金の情報が、

毎月毎月あると考えてください。しかしその助成

金額は、数万円から数百万、数千万円まで多種多

様にあり、その助成内容もお金に限らず、物品を

助成してくれる等々、本当に多様です。 
 ほとんど毎月何かしらの助成金の締め切りがあ

りますが、それがあなたの団体に相応しい助成金

なのか？となると、相談員だけでは判断できませ

ん。何のために、いつまで、どのくらいの、何（現

金？モノ？）が欲しいのかが明確でなければ、助

成金は取れないと考えてください。 
申請書類の書き方などは、貸し出し資料があり

ますが、昨年同じ助成金を取った団体のものを参

考にすると良いでしょう。ただし申請内容の中身

までまねては、絶対に獲得できませんのでご注意

ください。 
助成金の情報については、当センターのＨＰや

センター内の助成金情報コーナーなどに集約され

ている他、関係機関の助成金情報などもあります。

小まめに情報をチェックすることが、獲得の近道

となりますので、頑張ってください。 
 ※ 本号４頁に現在募集中の助成金情報を一部ですが紹介しています。 

 
 

  ２   市民活動情報 vol.39 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                           市民活動情報 vol.39   ３ 

 
～「藻岩山の森林と関わるきのこたち」～ 

 平成２１年１月２４日（土）、「ＮＰＯ法人藻岩山きのこ観察会」

と共催で、きのこ（菌類）とはどんな生き物なのか？！きのこが

自然界で果たす役割や毒きのこに関する知識など、森やきのこの

楽しみ方を学ぶ講座を開催ました。 

 参加者からは「きのこを通して森林の関わりと自然との共生を

学習することができた」「きのこについて詳しく説明があり楽し

かった」などの感想がありました。 

～「自治基本条例制定の注意点」と  

    「政策としての「市民参加」の課題」～ 
 平成２１年３月５日（木）、「ＮＰＯ法人公共政策研究所」と共

催で、各市町村市民活動担当者、市民活動関係者を対象に「自治

基本条例制定の注意点と政策としての「市民参加」の課題」をテ

ーマに開催しました。 

 参加者からは「各地で取り組まれている講師の話はとても参考

になった」「参加と協働の区分について再認識できた」などの感

想がありました。 

 
～「市民活動団体が経済的に 
        自立できる事業とは」～ 
 平成２１年２月２４日（火）、「ＩＩＨＯＥ［人と組織と

地球のための国際研究所］」代表者の川北秀人さんを講師に

お招きして、市民活動が経済的に自立するためのポイント

や手法などを学びました。 
 参加者からは「ワークショップで第三者からのアドバイ

スをいただけたのが良かった」などの感想がありました。

～「ＮＰＯ法人決算相談会」～ 
 平成２１年２月２７日（金）、２８日（土）の２日間、Ｎ

ＰＯ法人や市民活動団体を対象に税務や簿記、経理等の疑

問に税理士がアドバイスする個別相談会を開催しました。 
 参加者からは「決算前の点検として、とても参考になっ

た」「マンツーマンでわかりやすく良かった」などの感想が

ありました。 

～「こんがらかった会議を丸くする方法」～ 
 平成２１年３月７日（土）、「ファシリテーション・グラ

フィック学習ネットワーク」の溝渕清彦さんと宮本奏さん

を講師にお招きし、会議をまわす役割や必要とされるスキ

ルなどを学びました。 

 参加者からは「実践をまじえた講座内容で現場にすぐ生

かせる」「ファシリテーションを本格的に学びたいと思っ

た」などの感想がありました。 

 

 

 

 

市民活動スキルアップ講座 

 市民活動協働開催講座 



 
 

  

 
 
                                  
 
 
 
 

 

 

  

 
       
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

     

             
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  ４   市民活動情報 vol.39 

 当センターでは、来年度も市民活動に関する講座を開催する

予定です。日程や内容が決まり次第順次、ホームページで紹介

しますので、是非ご参加ください。（ヤ） 

◆ 助 成 金 情 報 ◆ 

●平成２１年度 ニッセイ財団 
         高齢社会助成● 
基本テーマ：「共に生きる地域コミュニティづくり」 

「先駆的事業助成」 

助成対象：①認知症高齢者に関する予防からケアまでの

      総合的な先駆的事業 

     ②高齢社会における地域福祉、まちづくりを

      目指す地域を基盤とした先駆的事業 

     ③高齢者の自立・自己実現・社会参加を推進

      する地域社会システムづくりの先駆的事業

助成期間：平成２１年１０月から最長２年半 

助成金額：２年半、１団体当たり 700 万円以内 

応募期限：平成２１年６月１日（月） 

「実践的研究助成」 

助成対象：①認知症高齢者に関する予防からケアまでを

      探求する実践的研究 

     ②高齢社会における地域福祉、まちづくりを

      探求する実践的研究 

     ③高齢者の自立・自己実現・社会参加を探求

      する実践的研究 

助成期間：平成２１年１０月から最長２年 

助成金額：２年、１件当り 200～250 万円程度 

応募期限：平成２１年６月１６日（火） 

             

応 募 先：日本生命財団 高齢社会助成 事務局 

     TEL 06-6204-4013 

詳しくは、次のホームページをご参照下さい。 

http://www.nihonseimei-zaidan.or.jp/ 

●平成２１年度 社会福祉助成 
    （NPO 法人設立資金助成）●
助成対象：社会福祉の分野でＮＰＯ法人の設立を計画し 
     ている団体（平成２１年度中に設立認証申請 
     を行うことを原則） 

助成金額：１団体３０万円 

応募期限：平成２１年４月３０日（木） 

応 募 先：財団法人 損保ジャパン記念財団 社会福祉助成係 
      ＴＥＬ 03-3349-9570 

詳しくは、次のホームページをご参照下さい。 

http://www.sompo-japan.co.jp/foundation/ 

◎ 助成金情報の実施要綱や申請書等くわしくは、 

 各応募先のホームページをご参照下さい。 

当センターでは、市民活動に関する

疑問・質問に相談員がお答えしてい

ます。 
「ＮＰＯって何ですか？」、「ボランティア募集の情報

を知りたい」、「助成金に関する情報を得るにはどうした

らいいの？」、「市民活動団体の運営についてアドバイス

を受けたい」「現在の活動団体をＮＰＯ法人化したい」な

ど市民活動に関わる相談に相談員がお応えします。 

直接来所、電話、ＦＡＸ、メールなどで、お気軽にご

相談下さい。 
 

・ＴＥＬ：０１１―２６１―４４４０ 

・ＦＡＸ：０１１－２５１ー６７８９ 

・E-mail：center@do-shiminkatsudo.jp 

 ・ＵＲＬ：http://www.do-shiminkatsudo.jp 

●三井物産環境基金・ 
 ２００９年度「第１回活動助成」●
助成対象：日本国内に拠点をもつ NPO 法人、中間法人、

     公益法人、大学で活動実績が 3 年以上の団体

     で日本国内および海外における次の地球環境

     問題の解決に関わる「実践的な活動」 
     1.地球気候変動問題  

     2.水産資源の保護・食料確保 

     3.表土の保全・森林の保護  

     4.エネルギー問題  

     5.水資源の保全  

     6.生物多様性および生態系の保全  

     7.持続可能な社会構築のための調査とネット

      ワーキング（さまざまな主体との協働） 

助成金額：１件あたりの上限はなし。但し応募案件の 

     効率的な実施に必要な金額 

応募期限：平成２１年４月３０日（木） 

応 募 先：三井物産株式会社 CSR 推進部  三井物産 

     環境基金事務局 

     TEL 03-5298-6616 

詳しくは、次のホームページをご参照下さい。 

http://www.mitsui.co.jp/csr/fund/ 

只今、 
募集中！ 


